
施　　策： 財務コード人材育成と組織の整備 01020102-03-00

キーコード：23

出力日：令和05年04月27日
事務事業名職員研修事業

02
基本事業： 01人材育成による行政サービスの向上 担当部 企画政策部  

基本事業の
成果指標

①市職員の窓口等での対応に満足している市民の割合
②行政サービスが向上するように自ら考え、業務を推進することができてい
ると思う職員の割合
③研修、OJT、人事評価等が機能し、人材が育成されていると思う職員の割
合

担当課 人事課

担当係 人事担当

職員 人材育成、資質向上及び能力開発を目的に次の研修を実施している。
（市が独自に実施する研修）
・新規採用職員研修
・管理監督職研修
・人事評価研修
・人権問題研修
（職員を派遣する研修）
・福岡県市町村職員研修所
・人権同和問題研修
・各種長期県外研修
・自治大学校

人材育成が図られるとともに、自らの行動・意識により、
行政サービスが向上しています。

計画年度 ～ 新規・継続 継続 会計区分 実施計画
１．対象（誰、何に対して事業を行うのか）

４．成果（簡易評価は未記入）

市独自研修への対象職員の参加率

市民の職員に対する満足度
（市民アンケート）

85 8594 95 95

91.8 89.7 92 92 76

成果指標名称 単位 目標
02年度 03年度 04年度 05年度 06年度 07年度
実績 実績 当初 要求 計画 計画

５．コスト
3,308 4,271 5,905 6,901計

国
県
地方債
その他
一般

事業費

正職員人工数
正職員人件費
トータルコスト(事業費＋正職員人件費）

0 0 0 0
0
0

0 0 0
0 0 0

0 300 300 300
3,308 3,971 5,605 6,601

千円
千円
千円
千円
千円
千円
人工
千円
千円

1 1 1
8,029 7,921 7,728
11,337 12,192 13,633 6,901

６．成果状況及びコメント（簡易評価は未記入）

○

●

○

〈状況〉令和3年度は、コロナ渦における新たな研修形態として、業務の都合に合わせて各職員が貸与端末を利用
して受講できる、動画研修(ハラスメント研修・メンタルヘルス研修)を実施した。また、福岡県市町村職員研修所
の研修受講割合（知識・能力向上研修等の選択研修)は増加している。（59.5％→73.5％→74.2％→77.1％→80.9%
→90.0％）
〈課題〉市内部の研修は、外部環境や業務の都合の影響を受けづらいオンライン型での研修受講が出来るよう準備
を進めている。人材育成の取り組みを推進し職員としての自覚や能力を高め、市民サービスの向上につながるよう
、時代や社会情勢を踏まえた研修形態や内容を検討していく。

７．評価及びコメント（簡易評価は未記入）

職員は研修の有用性を感じており、研修内容の充実を図ると同時に、
多忙な業務の中でも研修機会を確保させる方策が求められる。

維持対象動向

手段効率化余地

公的関与

上位貢献度

成果向上余地

あり

妥当性がある

影響度は大

中程度

類似事業

コスト削減余地

受益者負担

業務推進課題

なし

 

なし

余地なし

あり

８．改善改革案（簡易評価は必要な場合のみ記入） ■改善方向性 維持● 見直し○ ○廃止 ○事業終了
改革案/期待する成果/必要性/推進スケジュール/必要な費用（維持／事業終了の場合は記入する必要なし）

■事業開始背景及び現在の環境変化（市民・議会等の要望） ■備考･特記事項ｏｒ進行管理欄

①少子高齢化や情報化に代表される社会構造の変化、②地方分権
による業務の多様化・専門化、③住民ニーズの複雑・高度化、④
ベテラン職員の退職に伴う職員の若年化、これらの環境変化に対
応し、安定した行政サービスを提供し続けるためには、職員の資
質向上が不可欠であり、研修の重要性が増している。

事務事業が貢献すべき成果

３．意図

２．手段（事務事業の内容、やり方、手順）

（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

％

％

あがっている

どちらかといえば
あがっている

あがっていない
（停滞・低下）



施　　策： 財務コード人材育成と組織の整備 --

キーコード：78

出力日：令和05年04月27日
事務事業名グループウェア運営管理事業

02
基本事業： 03ICTを活用した業務効率化などの働き方改革の推進 担当部 企画政策部  

基本事業の
成果指標

①ICTを活用した業務改善件数（計画期間内累計）
②電子申請を活用した業務件数（累計）
③年次有給休暇（5日未満）または超過勤務（年360時間以上）に該当した職
員数

担当課 企画政策課

担当係 情報政策担当

・市職員 　ネットワークに接続されたPCで情報共有、メール送受信、スケジュール
管理等を行うことで業務の効率化を実現する「グループウェア」システム
の運用を行うもの。

【運用中のシステム】
　desknet's NEO

【グループウェアの主な機能】
　①ウェブメール、②回覧・レポート（庁内メール）、
　③利用者名簿（職員名簿）、④インフォメーション（掲示板）、
　⑤設備予約（会議室等の予約）、⑥文書管理（データ共有）、
　⑦スケジュール、⑧アンケート　等

　市職員の情報共有やコミュニケーションが円滑になり、
行政事務を効率化することができています。

計画年度 平成15年度 ～ 新規・継続 継続 会計区分 一般会計 実施計画
１．対象（誰、何に対して事業を行うのか）

４．成果（簡易評価は未記入）

　

成果指標名称 単位 目標
02年度 03年度 04年度 05年度 06年度 07年度
実績 実績 当初 要求 計画 計画

５．コスト
1,663 1,663計

国
県
地方債
その他
一般

事業費

正職員人工数
正職員人件費
トータルコスト(事業費＋正職員人件費）

0 0
0
0

0
0

0 0
1,663 1,663

千円
千円
千円
千円
千円
千円
人工
千円
千円

0.5 0.5 0.5 0.5
4,015 3,961 3,864
5,678 5,624 3,864

６．成果状況及びコメント（簡易評価は未記入）

○

●

○

　

７．評価及びコメント（簡易評価は未記入）
維持対象動向

手段効率化余地

公的関与

上位貢献度

成果向上余地

なし

妥当性がある

影響度は中

中程度

類似事業

コスト削減余地

受益者負担

業務推進課題

なし

 

なし

余地なし

なし

８．改善改革案（簡易評価は必要な場合のみ記入） ■改善方向性 維持● 見直し○ ○廃止 ○事業終了
改革案/期待する成果/必要性/推進スケジュール/必要な費用（維持／事業終了の場合は記入する必要なし）

　平成30年9月に「ふくおか電子自治体共同運営協議会」の共同
利用サービスへの切替を実施し、障害や災害に強いクラウド型シ
ステムを運用している。

■事業開始背景及び現在の環境変化（市民・議会等の要望） ■備考･特記事項ｏｒ進行管理欄

H14　本庁と市施設を接続する全庁LANを整備
H15　グループウェア（C-Navi）導入
H24　グループウェア（公開羅針盤+C）導入
H30　ふく電協の共同利用サービスに切替（クラウド化）、グル
ープウェア（desknets NEO）導入

　令和4年度から本事務事業を「庁内LAN・地域イントラネット管
理・運営事業」へ統合。

事務事業が貢献すべき成果

３．意図

２．手段（事務事業の内容、やり方、手順）

（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

あがっている

どちらかといえば
あがっている

あがっていない
（停滞・低下）



施　　策： 財務コード人材育成と組織の整備 01020102-02-00

キーコード：22

出力日：令和05年04月27日
事務事業名職員福利厚生・共済事務事業

02
基本事業： 03ICTを活用した業務効率化などの働き方改革の推進 担当部 企画政策部  

基本事業の
成果指標

①ICTを活用した業務改善件数（計画期間内累計）
②電子申請を活用した業務件数（累計）
③年次有給休暇（5日未満）または超過勤務（年360時間以上）に該当した職
員数

担当課 人事課

担当係 人事担当

・正規職員（再任用職員含む）
・会計年度任用職員

職員の健康が維持され安心して働くことができる職場環境を実現するため
、共済組合の保健事業や福利厚生事業を実施する。
・各種健康診断では、年1回総合健診、婦人がん検診、歯科検診、ＶＤＴ
　検診を実施し、健康状態の把握や結果に応じて治療等を勧奨
・健康相談では、委託している産業医が毎月来庁し、職員と面談を実施す
　ることで健康状態に対する早期の指導改善を実施
・メンタルヘルス対策の１つとして、年１回ストレスチェックを実施し、
　心理的な負担の程度を把握し、必要に応じて産業医との面談を勧奨
・共済組合が主催するセミナーとして、生活・人生設計を学ぶセミナー　
　や生活習慣病予防や健康づくりを学ぶためのセミナーに参加
・各種競技大会に関して、福岡県市役所対抗競技大会、筑紫地区官公庁対
　抗競技大会などに参加
・本庁舎及び市の出先機関に勤務する職員で、自宅から勤務先までの距離
　が2km以上あれば、職員駐車場を利用可能

心身の健康が維持され、安心して働くことができる職場に
なっています。

計画年度 ～ 新規・継続 継続 会計区分 一般会計 実施計画
１．対象（誰、何に対して事業を行うのか）

４．成果（簡易評価は未記入）

各種健診の受診者数

総合健診の結果が「要精密検査」の職員の受検
率

976 1,2801,428 1,428 1,428

38.8 19 25 25 30

成果指標名称 単位 目標
02年度 03年度 04年度 05年度 06年度 07年度
実績 実績 当初 要求 計画 計画

５．コスト
7,889 7,916 7,813 7,870計

国
県
地方債
その他
一般

事業費

正職員人工数
正職員人件費
トータルコスト(事業費＋正職員人件費）

0 0 0 0
0
0

0 0 0
0 0 0

7,889 7,916 7,813 6,967
0 0 0 903

千円
千円
千円
千円
千円
千円
人工
千円
千円

1 1 1
8,029 7,921 7,728
15,918 15,837 15,541 7,870

６．成果状況及びコメント（簡易評価は未記入）

○

●

○

〈状況〉令和3年度の各種健康診断の受診者数は、共済組合員の資格取得をした会計年度任用職員の影響もあり、
令和元年度(R2は歯科検診が中止のため同条件で比較するため)と比較して全体として248名受診者が増加した。
また、総合健診の日程を繰り返し周知し、受診勧奨を行った結果、共済組合員の総合健診の受診率は97％となり、
令和2年度と比較し2%増加した
〈課題〉総合健診を受診し「要精密検査」となった職員に対しては、文書で病院受診を呼びかけている。しかし、
精密検査を受診し「受診報告書」を提出してくる者が少ないため、職員の心身の健康維持の観点から、該当した職
員に対する受診勧奨を繰り返し徹底して行う必要がある。

７．評価及びコメント（簡易評価は未記入）
維持対象動向

手段効率化余地

公的関与

上位貢献度

成果向上余地

なし

妥当性がある

影響度は大

中程度

類似事業

コスト削減余地

受益者負担

業務推進課題

なし

 

なし

余地なし

なし

８．改善改革案（簡易評価は必要な場合のみ記入） ■改善方向性 維持● 見直し○ ○廃止 ○事業終了
改革案/期待する成果/必要性/推進スケジュール/必要な費用（維持／事業終了の場合は記入する必要なし）

・VDT検診の在り方の検討
・産業医の活用
・ストレスチェックの活用

■事業開始背景及び現在の環境変化（市民・議会等の要望） ■備考･特記事項ｏｒ進行管理欄

地方公共団体は、地方公務員法の規定に基づき、厚生事業を計画
、実施する義務を負っている。また、職員及び被扶養者の病気、
負傷、出産、死亡又は災害に関して適切な給付を行うための共済
事業を実施する義務を負っている。

事務事業が貢献すべき成果

３．意図

２．手段（事務事業の内容、やり方、手順）

（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

人

％

あがっている

どちらかといえば
あがっている

あがっていない
（停滞・低下）


